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地域再生計画

１．地域再生計画の名称

官民の共創と協働の人材育成・雇用の創造による地域再生計画

２．地域再生計画の作成主体の名称

美馬市

３．地域再生計画の区域

美馬市の全域

４．地域再生計画の目標

美馬市は、徳島県の北部中央に位置し、平成１７年３月１日に３町１村が合

併して新しく誕生した市である。総面積３６７．３８平方キロメートル、人口

３４，５６５人（平成１７年国勢調査）を有し、市の中央部を東西に貫流する

吉野川をはじめ、穴吹川や大谷川、鍋倉谷川等多くの河川が流れ、北側の阿讃

山脈、南側の剣山をはじめ、ほとんどが山間地で、総面積の約８割を森林が占

める清らかな水と豊かな緑を有する自然に恵まれた地域である。

また、市内には昭和６３年１２月に国の重要伝統的建造物群保存地区に選定

された脇町の「うだつの町並み」やまちの一角に寺が建ち並ぶ美馬町の「寺町」

など歴史的資産が多く残されている。

こういった恵まれた自然や歴史的文化財などの観光資源を生かした観光施策

に取り組み、年間約８２万人が訪れている。

しかしながら、本市の人口は、３４，５６５人（平成１７年国勢調査）で、

平成１２年（３６，６３２人）と比較して、２，０６７人（５．６％）の減少

となっており、また、６５歳以上の高齢者が人口に占める割合を示す高齢化率

は、３０．０％（平成１７年国勢調査）であり、県平均よりも５．６ポイント

上回っている。

本市の労働力人口についても、１６，８０８人（平成１７年国勢調査）で、

平成１２年（１７，４５３人）と比較すると３．８％の減少となっており、特

に、就業年齢層の４０歳から４４歳の構成比が２４．３％と最も多く減少して

いる。

また、本市を管轄する美馬公共職業安定所の有効求人倍率は、平成１７年度

の０．７９倍から、平成１８年度には０．６７倍に減少、平成２１年度には、

０．４３倍まで低下し、地域内の求職者にとって非常に厳しい雇用状勢が続い

ている。
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産業面においては、農業が基幹的な産業であり、にんじん、ブロッコリー、

なすなどの徳島県指定ブランド品目をはじめ、小麦、大豆、ピーマンなど多く

の農産物の栽培面積などが県内で上位に位置づけられているが、農家が兼業化

し、担い手の減少や高齢化が進行している。

次に、林業については、地域の約８割を森林が占めているにも関わらず、現

状では、ほとんどが小規模林家であり、財産保有の形態が多く、労働力不足や

採算性の低さから間伐等森林管理の遅れが目立っている。

商工業については、近年の大規模店舗の増加や複合型商業施設、飲食チェー

ン店の進出、消費者の購買活動の広域化、コンビニエンスストアの急増等によ

り、既存の商店街、個人商店の経営環境は非常に厳しくなっているとともに、

経営者の高齢化、後継者の不在などから、集客対策や新規開拓、他業種との連

携による事業展開が難しくなってきており、特に商店街はその性質上、一部の

店舗閉鎖が全体の来客の連鎖的な減少につながる傾向が強く、深刻な状況とな

っている。また、工業についても、小規模・零細事業所が６割を占めており、

厳しい経済状況が続く中で、事業所数、従業員数、製造品出荷額は減少傾向に

ある。

農林商工業のいずれの産業においても、超高齢化社会の到来、格差社会の拡

大などにより、事業者の高齢化、後継者不在、担い手不足などが深刻な問題と

なっている。

観光業については、観光入込客は平成２１年度において約８２．２万人と観

光拠点として観光開発や様々なイベント、ＰＲ等により増加傾向にあるが、高

速道路等の交通網の整備により、広域観光が進み、通過型、日帰り型が中心と

なっていることが課題となっている。

情報通信業については、高度な情報通信技術（ＩＣＴ）を用いた地域情報化

基盤整備事業を行い、本市全域に情報通信ネットワーク施設を構築したことに

より、一人暮らし高齢者の安否確認を行う「見守りシステム」や生活習慣病予

防を目的とした美馬市「健康・安全・安心」支援事業の実証実験、ＣＡＴＶに

よる自主放送・文字放送など行政サービスの向上を図っている。また、コール

センターやデータセンター、テレワーク事業を展開する企業誘致や起業支援と

いった地場産業の活性化やすべての市民がＩＣＴの恩恵を享受できるような情

報化施策を実施する必要がある。

このような状況において、本市においては、以下のとおり、地域の特性を活

かした重点分野を設定し、本計画に盛り込んでいる地域雇用創造推進事業をは

じめとする各種施策の実施を通じ、地域における雇用機会の創出を図り、地域

の再生を図ることを目標とする。

ア 農業分野（経営の改善及び新規参入）

イ 林業分野（森林管理及び木材利用の推進）

ウ 商工業分野（既存事業者への支援及び起業の支援）

エ 観光分野（地域資源を活かした滞在・体験型観光の推進）

オ 情報通信分野（ＩＣＴの推進及び企業誘致）
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※ 本計画における新規雇用者数及び新規創業者数の目標値

① 平成22年度 0人（常雇 0人、常雇以外 0人、創業者 0人）

② 平成23年度 49人（常雇 21人、常雇以外 12人、創業者 16人）

③ 平成24年度 59人（常雇 21人、常雇以外 12人、創業者 26人）

合計 108人

５．目標を達成するために行う事業

５－１ 全体の概要

厳しい雇用状況と著しい少子高齢化並びに人口減少下にある本市において、

重点分野を設定し、地域雇用創造推進事業の実施による雇用創出のほか、本市

の地域雇用開発を促進するための各種事業の実施を通じ、地域資源の活用、人

材の育成による産業の振興と雇用の創出により地域の再生に取り組むものとす

る。

５－２ 法第５章の特別の措置を適用して行う事業

該当無し

５－３ その他の事業

５－３－１ 地域雇用創造推進事業【Ｂ０９０２】

地域雇用開発促進法（昭和６２年法律第２３号）第２条第３項第４号に規定

する協議会として、平成２２年１０月１８日に本地域の事業協同組合、産業経

済団体等の連携により産業振興と雇用の創出を図る目的で設置された「美馬市

地域雇用創造協議会」により事業を実施する。

また、美馬市地域雇用創造協議会の構成員は、次のとおりとなっている。

① 美馬市商工会

② ＪＡ美馬

③ 美馬市観光協会

④ 美馬森林組合

⑤ 美馬市社会福祉協議会

⑥ 美馬市シルバー人材センター

⑦ 美馬市議会

⑧ 徳島県西部総合県民局

⑨ 美馬市
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（１）雇用拡大メニュー（事業主を対象）

① 人材ナビゲーター事業

本市の多くを占める中小零細企業は、それぞれに異なる悩みや課題を

抱えており、独自で解決策を見い出すことが難しい現状にある。

そこで、経営課題に応じた専門家を派遣することにより、企業のレベ

ルアップ、従業員のスキルアップを図ると共に、経営、労務管理の改善

により雇用の創出を図る。

② コミュニティビジネス創出事業

高齢化社会や過疎化など地域の抱える課題を、地域の特性を活かして

ビジネス的手法で解決するコミュニティビジネス（地域ビジネス）の重

要性が高まっている。

そこで、買物弱者ビジネス、空き店舗活用ビジネス、子ども農山漁村

交流プロジェクトなどコミュニティビジネスの可能性を考えるセミナー

を開催することにより、コミュニティビジネスの創業を誘導し、雇用創

出に繋げていく。

（２）人材育成拡大メニュー（地域求職者等を対象）

① 農業マイスター育成事業

市場性が高い農産物の生産技術の習得、経営のノウハウなど生産から

販売まで、農業の再生に必要なリーダーシップを発揮できる人材（マイ

スター）を育成することにより雇用の創出を図る。

② 林業マイスター育成事業

森林の多面的な機能の活用、経営体育成支援として、育林技術の開発

や経営手法の改善、コストダウンを助長する効率的な新しい仕組みづく

り、林業技術の習得など、林業就業者の養成に必要な講習を開催するこ

とにより、雇用の創出を図る。

③ 観光マイスター育成事業

地域の歴史や文化、産業、自然などの優れた資源を活用し、体験型観

光のメニュー化、マネジメントできる人材を育成し、通過型観光から滞

在型観光へ移行することにより雇用の創出を図る。
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④ ＩＣＴマイスター育成事業

就職におけるヒューマンスキル（コミュニケーション力、判断力、問

題解決力等）や分析力を身につけ、即戦力としての実用できるＩＴ技能

（MicrosoftOfficeSpecialist)を習得、また、コールセンター資格認定

制度によるオペレーター技能の習得により雇用の創出を図る。

⑤ 伝統工芸マイスター育成事業

美馬市の伝統工芸である「和傘」の製造技術を習得するとともに、販

売戦略などを企画できる人材を育成することにより雇用の創出を図る。

（３）就職促進メニュー（地域求職者等を対象）

① 地域雇用情報発信事業

地域雇用創造協議会のホームページを開設、管理を行うことにより、

実施予定の雇用対策事業の周知、公共職業安定所、市移住促進協議会と

の連携により、求職者、ＵＪＩターン希望者に積極的に求人情報等を提

供する。

また、協力企業を募集し、企業情報を提供することにより、就職促進

に寄与し、雇用の創出を図る。

５－３－２ 支援措置によらない独自の取り組み

（１）ふるさと雇用再生特別基金事業

観光振興、森林整備、農業振興などの事業などを実施し、地域における

継続的な雇用機会の創出を図ることを目的とする。

事業実施主体：美馬市

（２）農業の担い手育成支援に係る事業

経営規模拡大を目指す認定農業者等担い手、スーパーＬ資金借入者、耕

作放棄地解消取組担い手等また集落営農実施希望集落に対し、アクション

プログラムの策定、経営改善計画作成指導、スーパーＬ資金利子助成、制

度資金融資の推進などにより、安定した経営の担い手農家の育成、効率的

な経営の認定農業者の育成、耕作放棄地の解消に取り組む。

事業実施主体：美馬市担い手育成総合支援協議会、美馬市
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（３）地域林業の担い手育成に係る事業

「緑の雇用担い手対策事業」を活用し、林業就業者の減少と高齢化が進

む中、地球温暖化防止森林吸収１０カ年対策を安全で効率的に行える担い

手を確保・育成するための研修等を行う。

事業実施主体：美馬森林組合

（４）企業誘致に係る事業

本市における条例に定めた製造業・宿泊業・コールセンター・データセ

ンターなどの事業所等の新設・増設を促進し、もって経済の発展及び雇用

機会の拡大を図るため、事業者に対し、固定資産税の減免・事業所等設置

奨励金・雇用奨励金などの奨励措置を行う。

事業実施主体：美馬市

（５）特産品の開発、販路拡大に係る事業

特産品の開発及び販路を開拓し、また、県、商工会等関係機関と情報交

換を図るとともに、情報収集、地域固有の資源発掘・調査を行い、地産地

消を基本に地場産品のブランド化と販売システムの構築に取り組む。

事業実施主体：美馬のええもん推進協議会・美馬市

（６）観光振興に係る事業

本市ならではの人・歴史・自然・地域・物産等を活用し、本市の魅力を

よりＰＲすることで地域のブランド力を高めていく。

事業実施主体：美馬市観光協会・美馬市

（７）観光・リゾートタウン化に係る事業

観光・リゾートタウンとして、地域の歴史・文化・自然環境を活かした

個性あふれるまちづくりを進める。

事業実施主体： 美馬市

（８）移住促進に係る事業

市民からの紹介による空き屋を市公式ホームページで紹介し、移住希望

者への情報発信を行う。また、団塊世代対策として、Ｕターン希望者など

を対象として美馬市での各種体験や地域住民との交流を図りながら、移住

交流対策の向上を目指すことを目的とする。

事業実施主体：美馬市移住促進協議会・美馬市
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６．計画期間

認定の日から平成２５年３月末まで

７．目標の達成状況に係る評価に関する事項

美馬市地域雇用創造協議会において、毎年度、求職者に対するアンケート調査

等による就業状況等についての検証を行い、取り組みに対する評価や改善すべき

事項の検討を行う。

８．地域再生計画の実施に関し当該地方公共団体が必要と認める事項

該当なし


